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い ま進展 しつ つ ある工 学系分野 における連携

陣内　靖介　　（九州工 業大学地域共同研究セ ンター）

は じめ に

　今 日、地 域社会と大学 との連携が各 方面か ら強 く要

請 されて い る。これは国際化、情報化 に伴 うボーダ レ

ス化 と も云 う べ き国際的経済競争の 激化、若者の 科学

技徳離れ 、3K 嫌 い等 によ る国内産業の 空洞化 ・停滞

化、地球環境、エ ネル ギ
ー ・資源、食料 問題等な ど の

内外 の 諸 課題 へ の 有力な対応策 と して 産 学官連携 に

よる科学 技術 の 革新的な発展や産業 活性 化に 大きな

期待が寄せ られて い る ため で ある 。 また、人杤需要の

高度化、人 口構成の 高齢化、精神的な豊かさへ の志向

な どによ る生 涯 学習 ニ
ーズの 増加 も連携捉進の

一
因

と思 われ る 。地域社会 と大学と の 連携 は 　1＞産業界

の 技術開発及び硬 究　 2 ） 再教育 を含め た 人 桝育成

3 ） そ の 他、国や地 方の 施策の 企画 ・立案、産業振興

等　に関す る協力 ・支援 に大別で きる で あろう e 九州

工業大学で も、活発 とは云えな い と して も 、 地域社会

との 連携 は様 々 な 形態 で 行 われて い る。こ こ で は 開

発 ・
研 究お よび人材育成 に関す る連携 に的を絞 り 、 そ

の 現状と課題等を紹介 した い 。

1．研 究開発に 関する 連携

1− 1　 研 究 協力制度

　 民間企業等 との 研究 開発 協力 の 公 的な 制度 と して

は以下の よ うな もの がある。

民 閣 との 共同研究 ：　 民間企業か ら研究者と研究費

（設備 も可 能） を受入れ て 、特定の 研究課題に つ い て

国立大学 にお い て企業の 研究者と共 同で 研究を 行 う

制度で 、企業 、大学 、文部省の 経費負担応 じて A 、B 、

C の 3 区分が ある。特許等は通 常、国と民間の 共有に

なる が ．当該企業が 7 年問優先的 に実施で きる。

受託研 究 ：　 外部か らの 委託 を受 けて公務 と して 行

う研究で 必要経費は 委託者 が負担す る。受託 者は委託

者に結果を報告する 義務を負う。特許等は国に帰属す

る 。 文部省以外の 省庁 、地方 自治体か ら の 経 費によ る

研 究は受託研究と し て 扱わ れ る 。

奨 学寄付 金 ：　 国立大学の 学街研究の 助成や教 育研

究の 奨励に 民間 （個人 を含む）か ら寄附を受入れ る も

の で ある 。 特許な どは通常発 明教官 に帰属する e 寄附

者 には譲 渡で きな い 。

1−2　 共 同研 究 等の 現 状

　 共 同研 究等 の 九 州工 大で の最近数年間 の 受 け入 れ

状況を表 1 に 示す 。 不況になる と、先ず広告宣伝 費と

同様に研 究開発費か ら削減す る企業少な くない の か、

バ ブル 崩壊 の 後は 、共 同研究も奨 学寄 附金 もか な り減

少 した 。受託研究の 増加 は他省庁や地 方公共 団体か ら

の 委託が増え た こ と による。共同硯究の 大部分は大企

業が相手で ある 。 しかも企業か らの 研究経費が 200 万

円を越 え、文部省か ら もそ の 約半分の 妍究費が助成さ

れる A 区分の 共同研究が多い 。地域の 中小企業は 非常

に少な い 。共同研究員費 （年間 42 万 1千 円）を支払

い 、研究員を派遣するよ うな 開発型の 中小 企業がまだ

少な い た め で あ る 。た だ し．研究員の 派遣に つ い て は

大企業も中小企業と大差が無 い e 企業の研 究員が大学

の研 究員 と実 際に 共同 して 研究を行 っ た 例は 九工 大

で は少ない 。 有態 に丞えば．未だ多 くは真の 共同研究

に至 っ て い ない 。

　共同研究に 企業側は 、 工業所有権の 帰属契約、事務

手続 き の 煩雑 さ （大企業 も社長印が必 要等） 、機密保

持 （研究テ
ーマ の 公開）等に不安 （不満） を感 じ、大

学側は経費の 単年度区切 り、使途 の 制約を嫌 う傾向が

あ る 。 文部省か ら も研究費が助成 され る A 区分の 場合

を除けば、事務手続きが より簡 単で 経費の 使途 もよ り

自由な奨学寄附金制度 を利用 して ，実質上 の 共同研究

を行 い た い と の 意向が産学双方 に働 きや すい 。 表 1 に

は こ の 類 の 奨学寄附金 も含まれ て い る と考 えて よい 。

表 1　 共同研究等受入れ状況［単位 ：千円 （件数）］

共 同研究 受託研究 奨学寄附金

平成 2 年度 37，566　 （19） 14，961　 （10） 243，IO8 （235，

平成 3 年度 43，651　 （22） 23，254　 （14） 281，772 （33ω

平成 4 年度 66 ρ00　 （23｝ 39，262 　 （23 ｝ 274 ，254 （293 ）

平 成 5年度 89，252　（25163 ，750　 （30） 211 ，247 （247 ）

平成 6 年度 78，319　（19｝ 40，206　 （2P184 ，862 （22ω

平成 7年度 49，887　（ユ5） 157，130 　（341174 ，258 （220｝

平成 6年度

　（全国）

5，400 ，000

　（1，488）

28 ，800 ρ0052 ，800ρOO嚀

＊ 寄附講座の ため の 経費を含む
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1−3　 地域 共 同研 究セ ン ター

　 地域共 同研 究セ ン ターは 民間企業と大学 と の共 同

研 究や 学術交 流な どの 産学 連携 を推 進す る 施設 と し

て 昭和 62 年か ら工学部を持つ 国立 大学 に順 次設置

されて きた。現在全国 で 47 大学、福 岡県で は平成元

年 に 九州 工 業大学、平成 6 年 に 九州大学に 設置 さ れ た。

　 九州 工 業大学の 場合、約 1100m2 の 建物に実験 ・

研 究 室と汎用性の 高 い 計測実験設備 を備え て ，共同研

究や学術交流の 場を提供 して い る。セ ンタ
ー所属 の 人

員はセ ン ター長 （工 学部教授 ・兼任） 、セ ン タ
ー

次長

（助教授 ・専任） 、助手 2 名、技官 1名、事務補佐員

1 名の 他に、毎年 6名の 民間企業の研究者に客員教授

を兼任 し て 戴い て い る 。

　年間の 主 な事業は共同研究 ・技術相 談 の斡旋 ・支援

（随時）、学内教官と地域産官の 技術者 ・研究者 と の

技術交流会の 開催 （1 回），客員教授等に よる特別講

義 （地域技術者向　約 10 回）と特別講義 （学内教官、

院生向　約 10 回）、高度技術研修会の 開催等 の他、

「共同研 究 ・技術相談可能分野一覧」　 （1400 冊）や

セ ン タ
ー

ニ ュ
ース （年 800 冊）等の 発行 ，諸研究助成

の 学内 へ の案内等の 広報活動も行 っ て い る 。 セ ン ター

の 業績を共同研究の 数で 評価する 風潮 も あり、景気低

迷の 中．研 究開発型の 企業や 部門 が少な い 地方で 件数

を増やすの は容 易で は な い が、産学連携 に対する各種

助成の 活用や 、研究会 の 結成な どで 連携 の 輪が広が り

つ つ ある 。

2． 人 材 育成 に 関す る 連携

2− 1　 社 会人教 育

　企業等 に在籍の まま、社会人 を学生と し て 育成する

た め に 、九工 大に は次の よ うな制度 が設け られ て い る 。

工 学部 夜間 主 コ ース ： 夜間 5年制 の 工 学部第二 部が

昭 和 63 年 、昼 間の 工 学部の 講義も一定の 範囲内で 履

修で きる 、4 年制の 夜間主 コ ース に改組 され た も の で

工学 部の 3 大学科 に設けられ て お り、各学科の 定員は

30 名で あ る。昭和 40 年代後半から真の 有職者 が減

少 し、 1 ク ラス に 1 名居 るか否かの 状態が続 い た。

平成 6 年度か ら筆 記試験に代 え て 調 査書と面接を主

に した社会入特別選抜制度 も始めた 。 こ の 制度に より、

平成 6 年に 1名、 8年度 に 2 名の 社会人が入学 した 。

大学 院 昼夜 開講制 ；

　大学院は社会 人受入 れ の た め に博士 前期課 程 も後

期課程も昼夜開講制で あ る。社会人学生は原則と して

平 日の 6 時限 （17 時 40 分 〜 19 時 10 分）お よび

土 曜 日の 3 〜 4 時限 （12 時 50 分 〜 16 時 10 分）

に開講される講義を履修するが 、そ れ以外の時間帯の

講義を履修 して もよ い e また、勤務の 都合な どで 2 年

で 修了が 困難な 前期課 程社会人学生 は 3 〜 4 年間か

けて修了する こ と も可能で あ る。社会人 の入学試験は

調査書、研究経 歴 、口頭試問が 中心で ある。表 2 に 大

学院社会人学生 の 入 学者数を示 す。情報工学部博士 前

期課程は 平成 3 年か ら、後期課程は 平成 5 年か ら学生

入学を開始した 。 ちなみ に社会人 も含め た 平成 7 年度

の 九州工 業大学 大学 院入 学者 数 は 博士 前期課程 で

432 名、後期課程 で 弱 名で ある 。

表 2　　 社会人学生 の 受け入れ状況

年度 （平成） 元年 2年 3年 4 年 5 年 6 年 7 年

工学部 2343221博士前

期課程 情報工 学。
一 一 40122

工 学部 5774226博士 後

期 躁 程 情報工学 。

一 一 　 皿 1033

2−2　 リカ レ ン ト講座 ・
公 開講座

　 リカ レ ン ト教育は　 1）現有の 専門的な知識 ・技術

を高め る た め， 2 ）新たに必要とな っ た知識 ・技術を

修得する ため ，または　 3 ）職業 と は直接関係な い 分

野 の 高い 教養 を修得す るた め に 行われ る 社会人教育

で ある。九州工 業大学は平成 3 年か ら 3 年間 、 福岡 ・

北九 州地 区で 展開 され た リカ レン ト教育推進事業で

実施大学の
一

つ と して協力した。実施した リカ レン ト

講座は 52 時間に及ぷ も の もあ るが 、大部分は 30 時

間程度、定員は 20 名程度が平均的な値で ある 。 技術

な も の が多い が、語学や文化 に関す る教養的なもの も

あ る。こ の 講座は現 在も開講されて い る。こ れ に 平行

して 、平成 3年か ら
一般市民 等を対象に 1 日 3 時間 ・

5 日の 計 15 時間 程度の 公 開講座 も開催 されて い る。

表 3 は開催講座数 と出席者合計を示す 。 平成 7 年度の

公 開講 座 の 一
つ は 「ロ ポ ッ トっ て 何 ？ ・制御 っ て

何 ？亅 と題 した中学生向け啓蒙講座で ある。

表 3　 リカレン ト講座等の 開催件数と出席者数

年度 （平成） 3 年 4 年 5 年 6 年 7年

開催数 1ユ 117 2 3リカ レ ン

ト講座 出席者計 1832081673354

公 開講座 開催数 1 1 1 2 2

出席者計 76 如 31 別 66
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2−3 　産 による教育研 究支援

　産 の 資源を活 か して ．学の 教 育研 究 を協力 ・支 援 し

て 貰 う シ ス テ ム もあ る 。民 間企業 の 資金 と入材で 運用

され る 寄附講座 で あ る。九州 工 業大学 には 平成 2 年か

ら表 4 の よ うな寄附講座が 設置され 、寄附講座の 客員

教授 と九工大 の 関連教官 とが連携を取 りなが ら、講義

あ る い は 卒業研 究、修士 論文、博士 論文の研究 を通じ

て 学 生に 先端 技術 に対する 新鮮 な魅力 と刺激を与え

て 戴い て い る 。ただ、客員教官の給与も研究費も必 要

な経費は全て 講座の 寄附金 （年 3 千万円）で 賄 う建前

で あり、専属の 助手、技官 もい な い し、教官室、研究

室 も無 い。関連の 教官や教室が 中心 に な っ て 工 面 して

い るが 、実験を行 う寄附講座の 運営は少 し厳 しい 面 が

あ る。

表 4　 寄　附　講　座

講座 の 名称 寄附者 設 置期間

工学部 「高分子 材料

　　 　　（TOTO ）」

東陶機器 （株） 平成 2年 1 月〜

平成 6 年 12 月

情報工 学 部 「知能

　機械 （日鐡鉱業）」

日鐡鉱業 （株〉 平 成 3年 4 月〜

平成 6 年 3 月

工 学部 「電力系統

　　　　制御工 学」

九州電力 （株） 平成 3 年 10 月

　　　〜

工学 部 「高精度金型

　　　　（MHT ）」

（株）三 井

ハ イ テ ッ ク

平成 4 年 4 月〜

平成 9 年 3 月

おわ りに

　九 州 工 業大学に お け る地 域 社会 と の 連携の 現 状 と

課題に つ い て 簡単に ご紹介した 。当面の 目標や 取組 方

の 違い 、相互 理 解の 不 足、多忙によ る ゆ と り の 不 足

等々 、取除 く べ き障害は少なくない が 、地域社 会と大

学 と の連携協力は時代の 要請で ある 。 こ の 7 月 に閣議

決定された科学技術基本計画 に も策定 され、連携強化

の 動 きは各方面か ら益々 活発に なる で あ ろ う。次代を

担 う人材 の 育成 と学術文化 の 発展へ の 寄与を使命 と

する 大学 に と っ て も、そ の 真価を発揮す べ き未 曾 有の

好機で はない で あろ うか 。期待 し，学の
一

員と して も

努力を続けたい 。
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